
第２ 節  指定可燃物等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等 

 

（ 可燃性液体類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準等）  

第 3 4 条 別表第８ に掲げる 物品で同表に定める 数量以上のも の（ 以下「 指定可燃物」 と いう 。） の

う ち可燃性固体類（ 同表の備考の（ ６ ） に規定する 可燃性固体類を いう 。 以下同じ 。） 及び可燃性

液体類（ 同表の備考の（ ８ ） に規定する 可燃性液体類を いう 。 以下同じ 。） 並びに指定数量の５ 分

の１ 以上指定数量未満の第４ 類の危険物のう ち動植物油類（ 以下「 可燃性液体類等」 と いう 。） の

貯蔵及び取扱いは、 次に掲げる 技術上の基準によ ら なければなら ない。（ う ）（ け）（ す）（ せ）（ ほ） 

 ⑴ 可燃性液体類等を 容器に収納し 、 又は詰め替える 場合は、 次によ る こ と 。（ す）（ ほ）  

ア 可燃性固体類（ 別表第８ の備考の（ ６ ） のエに該当する も のを 除く 。） にあつては危険物規

則別表第３ の危険物の類別及び危険等級の別の第２ 類のⅢの項において、 可燃性液体類及び

指定数量の５ 分の１ 以上指定数量未満の第４ 類の危険物のう ち動植物油類にあつては危険物

規則別表第３ の２ の危険物の類別及び危険等級の別の第４ 類のⅢの項において、 それぞれ適

応する も のと さ れる 内装容器（ 内装容器の容器の種類の項が空欄のも のにあつては、 外装容

器） 又は危険物規則第 3 9 条の３ 第１ 項に規定する 告示の例によ る 容器（ 以下こ の号におい

て「 内装容器等」 と いう 。） に適合する 容器に収納し 、 又は詰め替える と と も に、 危険物規則

第 4 3 条の３ の規定の例によ り 可燃性液体類等を 収納する こ と 。（ す）（ せ）（ ほ）  

イ  内装容器等には、 見やすい箇所に可燃性液体類等の化学名又は通称名及び数量の表示並び

に「 火気厳禁」 その他こ れと 同一の意味を 有する 他の表示を する こ と 。 ただし 、 化粧品の内

装容器等で最大容量が 3 0 0 ミ リ リ ッ ト ル以下のも のについては、こ の限り でない。（ す）（ ほ） 

 ⑵ 可燃性液体類等（ 別表第８ の備考の（ ６ ） のエに該当する も のを 除く 。） を 収納し た容器を 積

み重ねて貯蔵する 場合には、 高さ ４ メ ート ルを 超えて積み重ねないこ と 。（ す）（ せ）（ ほ）  

 ⑶ 可燃性液体類等は、 炎、 火花若し く は高温体と の接近又は過熱を 避ける と と も に、 みだり に

蒸気を 発生さ せないこ と 。（ は）（ ほ）  

 ⑷ 前号の基準は、 可燃性液体類等を 貯蔵し 、 又は取り 扱う に当たつて、 同号の基準によ ら ない

こ と が通常であ る 場合においては、 適用し ない。 こ の場合において、 当該貯蔵又は取扱いにつ

いては、 災害の発生を 防止する ため十分な措置を 講ずる こ と 。（ は）（ ほ）  

２  可燃性液体類等を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 場所の位置、 構造及び設備は、 次に掲げる 技術上の基

準によ ら なければなら ない。（ ほ）  

⑴ 可燃性液体類等を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 屋外の場所の周囲には、 可燃性固体類及び可燃性液

体類（ 以下「 可燃性固体類等」 と いう 。） にあつては容器等の種類及び可燃性固体類等の数量の

倍数（ 貯蔵し 、 又は取り 扱う 可燃性固体類等の数量を 別表第８ に定める 当該可燃性固体類等の

数量で除し て得た値を いう 。 以下こ の条において同じ 。） に応じ 次の表に掲げる 幅の空地を 、 指

定数量の５ 分の１ 以上指定数量未満の第４ 類の危険物のう ち動植物油類にあつては１ メ ート ル

以上の幅の空地を それぞれ保有する か、 又は防火上有効な塀を 設ける こ と 。（ ほ）  

容器等の種類 可燃性固体類等の数量の倍数 空地の幅 



タ ン ク 又は金属

製容器 

1 以上 2 0 未満 １ メ ート ル以上 

2 0 以上 2 0 0 未満 ２ メ ート ル以上 

2 0 0 以上 ３ メ ート ル以上 

その他の場合 １ 以上 2 0 未満 １ メ ート ル以上 

2 0 以上 2 0 0 未満 ３ メ ート ル以上 

2 0 0 以上 ５ メ ート ル以上 

⑵ 別表第８ で定める 数量の 2 0 倍以上の可燃性固体類等を 屋内において貯蔵し 、 又は取り 扱う

場合は、 壁、 柱、 床及び天井を 不燃材料で造つた室内において行う こ と 。 ただし 、 その周囲に

１ メ ート ル（ 同表で定める 数量の 2 0 0 倍以上の可燃性固体類等を 貯蔵し 、又は取り 扱う 場合は、

３ メ ート ル） 以上の幅の空地を 保有する か、 又は防火上有効な隔壁を 設けた建築物その他の工

作物内にあつては、 壁、 柱、 床及び天井を 不燃材料で覆つた室内において、 貯蔵し 、 又は取り

扱う こ と ができ る 。（ ほ）  

３  前２ 項に規定する も ののほか、 可燃性液体類等の貯蔵及び取扱い並びに貯蔵し 、 又は取り 扱う

場所の位置、 構造及び設備の技術上の基準については、 第 3 1 条から 第 3 2 条の８ ま で（ 第 3 2 条

の２ 第１ 項第 1 6 号及び第 1 7 号、 第 3 2 条の３ 第２ 項第１ 号並びに第 3 2 条の７ を 除く 。 )の規

定を 準用する 。（ ほ）  

 

条則 

（ 標識等)  

第1 6 条  （ 略）  

２     （ 略）  

３  条例第 3 4 条第３ 項の規定によ り 準用し 、 及び条例第 3 5 条第２ 項第１ 号の規定によ り その例

によ る こ と と さ れる 条例第 3 2 条の２ 第２ 項第１ 号に規定する 貯蔵し 、 又は取り 扱つている 旨の

表示は「 指定可燃物貯蔵取扱所」 と し 、 防火に関し 必要な事項は可燃性液体類等にあつては「 火

気厳禁」、 綿花類等にあつては「 火気注意」 と する 。（ あ）（ え）（ お）（ か）（ く ）（ け）（ と ）  

 

別表第８ ( 第 3 4 条、 第 3 5 条、 第 3 5 条の２ 、 第 3 7 条、 第 5 8 条関係)  

（ か）（ け）（ す）（ せ）（ つ）（ ぬ）（ は）（ ほ）  

品  名 数  量 

綿花類 2 0 0 キロ グラ ム  

木毛及びかんなく ず 4 0 0  

ぼろ 及び紙く ず 1 ,0 0 0  

糸類 1 ,0 0 0  

わら 類 1 ,0 0 0  

再生資源燃料 1 ,0 0 0  

可燃性固体類 3 ,0 0 0  



石炭・ 木炭類 1 0 ,0 0 0  

可燃性液体類 ２  立方メ ート ル 

木材加工品及び木く ず 1 0  

合成樹脂類 
発泡さ せたも の 2 0  

その他のも の 3 ,0 0 0 キ ロ グ ラ ム  

備考 

⑴ 綿花類と は、 不燃性又は難燃性でない綿状又はト ッ プ状の繊維及び麻糸原料を いう 。  

⑵ ぼろ 及び紙く ずは、不燃性又は難燃性でないも の(動植物油がし み込んでいる 布又は紙及びこ

れら の製品を 含む。 ) を いう 。  

⑶ 糸類と は、 不燃性又は難燃性でない糸( 糸く ずを 含む。 ) 及び繭を いう 。  

⑷ わら 類と は、 乾燥わら 、 乾燥
い
藺及びこ れら の製品並びに干し 草を いう 。  

⑸ 再生資源燃料と は、 資源の有効な利用の促進に関する 法律（ 平成３ 年法律第４ ８ 号） 第２ 条

第４ 項に規定する 再生資源を 原材料と する 燃料を いう 。（ ほ）  

⑹ 可燃性固体類と は、 固体で、 次のア、 ウ 又はエのいずれかに該当する も の( １ 気圧において、

温度 2 0 度を 超え 4 0 度以下の間において液状と なる も ので、 次のイ 、 ウ 又はエのいずれかに

該当する も のを 含む。 ) を いう 。  

ア 引火点が 4 0 度以上 1 0 0 度未満のも の 

イ  引火点が 7 0 度以上 1 0 0 度未満のも の 

ウ  引火点が 1 0 0 度以上 2 0 0 度未満で、 かつ、 燃焼熱量が 3 4 キ ロ ジュ ール毎グラ ム 以上で

ある も の 

エ 引火点が 2 0 0 度以上で、 かつ、 燃焼熱量が 3 4 キロ ジュ ール毎グラ ム 以上である も ので、

融点が 1 0 0 度未満のも の 

⑺ 石炭・ 木炭類には、 コ ーク ス 、 粉状の石炭が水に懸濁し ている も の、 豆炭、 練炭、 石油コ ー

ク ス 、 活性炭及びこ れら に類する も のを 含む。（ ほ）  

⑻ 可燃性液体類と は、 法別表第 1 備考第 1 4 号の総務省令で定める 物品で液体である も の、 同

表備考第 1 5 号及び第 1 6 号の総務省令で定める 物品で 1 気圧において温度 2 0 度で液状であ

る も の、 同表備考第 1 7 号の総務省令で定める と こ ろ によ り 貯蔵保管さ れている 動植物油で１

気圧において温度 2 0 度で液状である も の並びに引火性液体の性状を 有する 物品( １ 気圧にお

いて、 温度 2 0 度で液状である も のに限る 。 ) で１ 気圧において引火点が 2 5 0 度以上のも のを

いう 。（ へ）（ ほ）  

⑼ 合成樹脂類と は、 不燃性又は難燃性でない固体の合成樹脂製品、 合成樹脂半製品、 原料合成

樹脂及び合成樹脂く ず( 不燃性又は難燃性でないゴ ム 製品、ゴ ム 半製品、原料ゴ ム 及びゴ ム く ず

を 含む。 ) を いい、 合成樹脂の繊維、 布、 紙及び糸並びにこ れら のぼろ 及びく ずを 除く 。（ ほ）  

 



【 解説】  

 本条は、別表第８ で定める 数量以上の指定可燃物のう ち可燃性液体類等の貯蔵及び取扱いの基準に

ついて、 おおむね少量危険物の場合に準じ て規定し たも のである 。  

 「 可燃性液体類等」 と は、 指定可燃物のう ち引火性を 有する 物品である 可燃性固体類及び可燃性液

体類、 並びに指定数量の５ 分の１ 以上指定数量未満の危険物第４ 類のう ち動植物油類の総称である 。 

 「 可燃性固体類」 と は、 動植物油類を 除く も のである 。  

 可燃性固体類と は、 別表第８ 備考第６ 号に定めてある 一定の要件（ 引火点、 燃焼熱量、 融点等） に

該当する も のである 。その性質と し ては、加熱によ り 溶融し たも のは危険物と 同様に火災危険が大き

く 、ま た、燃焼熱量が大き いため火災の際に消火困難と なる 。こ れら には、例えば、０ －ク レ ゾ ール、

コ ールタ ールピ ッ チ、 石油アス フ ァ ルト 、 ナフ タ リ ン 、 フ ェ ノ ール、 ス テアリ ン 酸メ チル等が含ま れ

る 。  

 「 可燃性液体類」 と は、 別表第８ 備考第８ 号に定める よ う に、 第２ 石油類の除外物品（ 可燃性液体

量が 4 0 パーセン ト 以下で、 引火点が 4 0 度以上、 燃焼点が 6 0 度以上のも の）、 第３ 石油類及び第４

石油類の除外物品（ 可燃性液体量が 4 0 パーセン ト 以下のも の）、 引火性の液体で引火点が 2 5 0 度以

上のも の、動植物油類の除外物品（ 危険物規則第１ 条の３ 第７ 項に定める タ ン ク 又は容器に貯蔵保管

さ れている も の） が該当する 。 こ れら には、 例えば、 塗料、 接着剤等が含ま れる 。  

本条第１ 項は、 可燃性液体類等の貯蔵及び取扱いの技術上の基準について規定し たも のである 。  

第２ 項は、 可燃性液体類等を 貯蔵し 、 又は取り 扱う 屋外の場所の位置、 構造及び設備の技術上の基

準を 規定し ている 。  

本条第１ 項及び第２ 項各号に定める 基準以外の事項については、第３ 項の規定によ り 、指定数量未

満の危険物貯蔵取扱いの基準に関する 第 3 1 条から 3 2 条の８ ま での規定が準用さ れる ので、 本項の

規定は可燃性液体類等について加重的な基準を 定めた規定である 。  

 

１  第２ 項第１ 号 

    可燃性液体類等を 屋外において貯蔵し 、 又は取り 扱う 場合は、 延焼防止の観点から 、 その屋外の

場所の周囲に、 空地を 保有する か、 又は防火上有効な塀を 設ける よ う 規定し たも のであ る 。 こ の場

合、 防火上有効な塀は、 不燃材料又はこ れと 同等以上の防火性能を 有する 材料で造り 、 空地を 保有

でき ない部分及び施設全体を 遮へいする 幅及び高さ を 有する こ と 。  

 

２  第２ 項第２ 号 

   ただし 書に規定する 「 防火上有効な隔壁」 と は、 小屋裏ま で達する 準耐火構造又は防火構造（ 第

3 2 条の２ 第１ 項第 1 2 号の解説を 参照。 なお、 こ の場合、 同解説⑴イ の「 吹付塗装作業側」 は「 可

燃性固体類等を 貯蔵し 又は取り 扱う 側」 に読み替える も のと する 。） を いう 。  

 

３  第３ 項 

   本項の規定は、第１ 項及び第２ 項の基準のほか、別表第８ で定める 数量以上の可燃性液体類等の

貯蔵及び取扱いについて、 その危険性に鑑み、 少量危険物に準じ て規制を 行う も のである 。  


